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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第53期 

第３四半期 
連結累計期間 

第54期 
第３四半期 
連結累計期間 

第53期 

会計期間 

自平成25年 
 ４月１日 
至平成25年 
 12月31日 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
 12月31日 

自平成25年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 18,494,506 20,251,010 26,743,984 

経常利益 （千円） 615,233 805,347 959,465 

四半期（当期）純利益 （千円） 325,090 527,375 525,971 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 332,307 581,048 538,965 

純資産額 （千円） 8,487,945 9,101,818 8,602,327 

総資産額 （千円） 20,516,240 21,958,272 22,687,535 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 36.91 59.87 59.71 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 41.4 41.5 37.9 

 

回次
第53期

第３四半期
連結会計期間

第54期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成25年
 10月１日
至平成25年
 12月31日

自平成26年
 10月１日
至平成26年
 12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 15.69 24.49 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

     当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、前半は消費税率引き上げの影響により個人消費など一部に弱

さが見られたものの、後半は政府による経済政策の推進や、海外経済の持ち直し等に端を発した景況感を背景に企

業収益や雇用情勢の改善が見られるなど将来的な回復期待は増してきております。

 一方、当社グループの属する建設関連業界におきましては、消費税率引き上げの影響により一時は厳しく推移し

たものの景気回復の期待感や、先行きの好材料から設備投資需要に安定感は出てまいりました。しかしながら、資

源価格や現場人件費の高騰により需要獲得の競争が激しく収益環境は依然として厳しい状況に加え、期待感ほど需

要自体の動きは小さく推移しました。

 このような状況の中、当社グループにおきましては、業界では広域の営業ネットワーク網を駆使した的確な情報

収集等により、厳しい需要獲得競争に参入してまいりました。また、新規顧客開拓及び既存顧客の需要の掘り起こ

しを行うことで、更なる地域シェアの拡大を図るとともに、得意先の基盤を拡充し、収益の創造と獲得を図ってま

いりました。

 子会社の㈱木村電気工業におきましては、徹底した社内体制の改革、商品開発による環境関連需要の取り込みに

より、業績及び収益向上に努めた結果、近年続いた低迷から抜け出し、堅調に推移する事ができております。

 この結果、商品分類別売上高は、照明器具類3,925,228千円（前年同四半期比98.3％）、電線類6,667,268千円

（前年同四半期比103.8％）、配・分電盤類5,074,225千円（前年同四半期比112.4％）、家電品類2,800,174千円

（前年同四半期比144.0％）、その他の品目1,784,113千円（前年同四半期比110.2％）を計上し、売上高は

20,251,010千円（前年同四半期比109.5％）となりました。利益面におきましては、営業利益810,798千円（前年同

四半期比129.8％）、経常利益805,347千円（前年同四半期比130.9％）、四半期純利益527,375千円（前年同四半期

比162.2％）となりました。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

 該当事項はありません。

(4）主要な設備

 前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、重要

な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 35,328,000

計 35,328,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,832,000 8,832,000
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は100

株でありま

す。

計 8,832,000 8,832,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

－ 8,832,000 － 1,073,200 － 951,153

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     23,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  8,802,700 88,027 －

単元未満株式 普通株式      5,600 － －

発行済株式総数 8,832,000 － －

総株主の議決権 － 88,027 －

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

田中商事株式会社
東京都品川区南大井

3-2-2
23,700 － 23,700 0.27

計 － 23,700 － 23,700 0.27

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 972,696 655,223 

受取手形及び売掛金 8,875,879 ※２ 8,655,114 

商品及び製品 1,506,561 1,432,753 

仕掛品 3,608 2,833 

原材料及び貯蔵品 37,656 43,549 

繰延税金資産 127,936 78,298 

その他 127,213 105,360 

貸倒引当金 △37,147 △36,085 

流動資産合計 11,614,404 10,937,048 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 3,066,814 2,953,641 

土地 6,969,348 6,969,348 

その他（純額） 179,238 258,253 

有形固定資産合計 10,215,400 10,181,243 

無形固定資産    

借地権 183,254 183,254 

その他 13,490 25,619 

無形固定資産合計 196,745 208,874 

投資その他の資産    

繰延税金資産 441,978 410,933 

その他 ※１ 406,242 ※１ 402,160 

貸倒引当金 △187,235 △181,986 

投資その他の資産合計 660,985 631,106 

固定資産合計 11,073,131 11,021,224 

資産合計 22,687,535 21,958,272 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,447,803 ※２ 4,583,761 

短期借入金 7,200,000 6,350,000 

未払法人税等 343,425 112,829 

賞与引当金 165,259 98,362 

その他 680,244 570,805 

流動負債合計 12,836,733 11,715,758 

固定負債    

退職給付に係る負債 1,190,771 1,075,755 

役員退職慰労引当金 22,900 32,044 

その他 34,802 32,896 

固定負債合計 1,248,474 1,140,696 

負債合計 14,085,207 12,856,454 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,073,200 1,073,200 

資本剰余金 951,153 951,153 

利益剰余金 6,653,786 7,099,673 

自己株式 △13,677 △13,747 

株主資本合計 8,664,462 9,110,279 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 30,140 32,616 

退職給付に係る調整累計額 △92,275 △41,077 

その他の包括利益累計額合計 △62,134 △8,461 

純資産合計 8,602,327 9,101,818 

負債純資産合計 22,687,535 21,958,272 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

売上高 18,494,506 20,251,010 

売上原価 15,436,333 16,924,730 

売上総利益 3,058,173 3,326,280 

販売費及び一般管理費 2,433,652 2,515,481 

営業利益 624,520 810,798 

営業外収益    

受取利息 24 24 

受取配当金 1,195 5,361 

その他 8,037 8,740 

営業外収益合計 9,257 14,126 

営業外費用    

支払利息 18,519 19,577 

その他 25 - 

営業外費用合計 18,545 19,577 

経常利益 615,233 805,347 

特別利益    

固定資産売却益 4,270 9,518 

特別利益合計 4,270 9,518 

特別損失    

固定資産売却損 950 1,012 

災害による損失 2,130 - 

本社移転費用 15,530 - 

特別損失合計 18,610 1,012 

税金等調整前四半期純利益 600,892 813,854 

法人税、住民税及び事業税 281,249 287,945 

法人税等調整額 △5,447 △1,466 

法人税等合計 275,802 286,478 

少数株主損益調整前四半期純利益 325,090 527,375 

四半期純利益 325,090 527,375 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 325,090 527,375 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 7,217 2,475 

退職給付に係る調整額 － 51,197 

その他の包括利益合計 7,217 53,673 

四半期包括利益 332,307 581,048 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 332,307 581,048 

少数株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定

の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付

の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しておりま

す。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

 この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が147,103千円減少し、利益剰余金が

94,675千円増加しております。なお、これによる損益への影響は軽微であります。

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 投資その他の資産の「その他」には、次の非連結子会社株式が含まれております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

非連結子会社株式 89,178千円 89,178千円

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －千円 206,565千円

支払手形 － 108,010

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 164,762千円 184,051千円

 

- 10 -

2015/02/10 20:17:26／14044793_田中商事株式会社_第３四半期報告書



（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日 

定時株主総会
普通株式 88,083 10  平成25年３月31日  平成25年６月28日 利益剰余金

平成25年11月７日 

取締役会
普通株式 88,083 10  平成25年９月30日  平成25年12月９日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

 配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日 

定時株主総会
普通株式 88,082 10  平成26年３月31日  平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月７日 

取締役会
普通株式 88,082 10  平成26年９月30日  平成26年12月８日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

 当社グループは、電設資材卸売業以外のセグメントの重要性が乏しく、財務諸表利用者の判断を誤らせる可

能性が乏しいと考えられますので、記載は省略しております。 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

  １株当たり四半期純利益金額 36円91銭 59円87銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 325,090 527,375

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 325,090 527,375

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,808 8,808

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。

２【その他】

 平成26年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………88,082千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年12月８日

（注）  平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月６日

田中商事株式会社 

取締役会 御中 

 

東 陽 監 査 法 人 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 佐山 正則  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 高木 康行  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている田中商事株式会
社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成
26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。 
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、田中商事株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。
 
利害関係
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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